
消防設備点検について
総務部施設整備課



消防設備点検について

 最近の出来事

 昨年１０月の新聞報道
 点検後、長期に亘り放置され、

補修されていない。

 年度末までに、学校へ特
別配当して、不具合の解
消にあたった

 また、防火管理者が選任
されていないケースも
あった

読売新聞H27.10.27より
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最近の火災事例

 A 高等学校

 剣道場更衣室での火災（３月３１日）

 原因は特定できず。

 付近に延長コードがラックの足に掛かっていた

 B 高等学校

 職員室の火災（５月８日）

 原因は特定できず

 コーヒーメーカーの焼損が酷かった

 その他
 C 高等学校 機械実習室(H25.10.31)

 D 小学校 理科準備室(H25.3.4)

 E 小学校 理科室(H24.1.25)など 3



学校の防火管理について

 消防法では、管理権原者が防火管理者を選任して、
防火管理者が、防火管理上必要な業務を行う。

 防火管理者って何する人

 学校の防火・防災の責任者。

 防火管理者は、学校長が選任。

 学校管理規則

 防火管理者の業務を学校長が監督。
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消防法

 第1条 目的
 この法律は、火災を予防し、警戒し及び鎮圧し、国民の生命及び

財産を火災から保護するとともに、火災又は地震等の災害による
被害を軽減するほか、災害等による傷病者の搬送を適切に行い、
もって安寧秩序を保持し、社会公共の福祉の増進に資することを
目的とする。

 第8条 防火管理者の選任

 第17条 設置及び維持

管理権原者 防火管理者

校長 教頭等
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消防法第八条（参考）

 第八条 学校、病院、工場、事業場、興行場、百貨店
（これに準ずるものとして政令で定める大規模な小売
店舗を含む。以下同じ。）、複合用途防火対象物（防
火対象物で政令で定める二以上の用途に供されるもの
をいう。以下同じ。）その他多数の者が出入し、勤務
し、又は居住する防火対象物で政令で定めるものの管
理について権原を有する者は、政令で定める資格を有
する者のうちから防火管理者を定め、政令で定めると
ころにより、当該防火対象物について消防計画の作成、
当該消防計画に基づく消火、通報及び避難の訓練の実
施、消防の用に供する設備、消防用水又は消火活動上
必要な施設の点検及び整備、火気の使用又は取扱いに
関する監督、避難又は防火上必要な構造及び設備の維
持管理並びに収容人員の管理その他防火管理上必要な
業務を行わせなければならない。

6



消防法第八条（参考）ー続きー

 ２ 前項の権原を有する者は、同項の規定により防火管理者
を定めたときは、遅滞なくその旨を所轄消防長又は消防署長
に届け出なければならない。これを解任したときも、同様と
する。

 ３ 消防長又は消防署長は、第一項の防火管理者が定められ
ていないと認める場合には、同項の権原を有する者に対し、
同項の規定により防火管理者を定めるべきことを命ずること
ができる。

 ４ 消防長又は消防署長は、第一項の規定により同項の防火
対象物について同項の防火管理者の行うべき防火管理上必要
な業務が法令の規定又は同項の消防計画に従つて行われてい
ないと認める場合には、同項の権原を有する者に対し、当該
業務が当該法令の規定又は消防計画に従つて行われるように
必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。

 ５ 第五条第三項及び第四項の規定は、前二項の規定による
命令について準用する。 7



防火管理者の業務

 防火管理者の業務

 消防計画の作成

 計画に基づく消火、通報及び避難訓練の実施

 計画に基づく、教育の実施

 消防の用に供する設備、消防用水又は消火活動上必要
な施設の点検及び整備（自主点検も）

 火気使用の取扱いに関する監督

 避難又は防火上必要な構造及び設備の維持管理並びに
収容人員の管理

 その他防火管理上必要な業務

 消防署への届出
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消防計画って？

 防火管理者は、学校の防火や防災管理に関するこ
とを、消防法で定められている内容に基づき、自
主的に計画を作成する。

 消防計画には、以下のような事項を定める。

 自衛消防の組織。

 防火対象物についての火災予防上の自主検査。

 消防用設備等の点検及び整備。

 避難通路、避難口、防煙区画その他の避難施設の維持
管理及びその案内

 防火壁、内装その他の防火上の構造の維持管理

 定員の遵守その他収容人員の適正化

 防火管理上必要な教育 9



消防計画って？ －続きー

 消火、通報及び避難の訓練その他防火管理上必要な訓
練の定期的な実施

 火災、地震その他の災害が発生した場合における消火
活動、通報連絡及び避難誘導

 防火管理についての消防機関との連絡

 増築、改築、移転、修繕又は模様替えの工事中の防火
対象物における防火管理者又はその補助者の立会いそ
の他火気の使用又は取扱いの監督。

 防火対象物における防火管理に関し必要な事項
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消防設備等点検って？

 総合点検と機器点検がある

 機器点検（6か月に1回以上）

 作動点検

 消防用設備等に附置される非常電源（自家発電設備に限る）
または動力消防ポンプの正常な作動を、消防用設備等の種類
等に応じ、告示で定める基準に従い確認。

 機能点検

 消防用設備等の機器の機能について、外観からまたは簡易な
操作により判別できる事項を消防用設備等の種類等に応じ、
告示で定める基準に従い確認。

 外観点検

 消防用設備等の機器の適正な配置、損傷等の有無その他主と
して外観から判別できる事項を消防用設備等の種類等に応じ、
告示で定める基準に従い確認。
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消防設備等点検って？ －続き－

 総合点検（1年に1回以上）

 消防用設備等の全部もしくは一部を作動させ、または
当該消防用設備等を使用することにより、当該消防用
設備等の総合的な機能を消防用設備等の種類に応じ、
告示で定める基準に従い確認。

 消防設備等点検報告書の保管

 ３年

 ３年を経過した場合は、総括表、消防用設備等点検者
一覧表及び経過一覧表を保管
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消防設備等点検の流れ

 点検の流れ
点検依頼 教育委員会 施設整備課

設計・発注・監理 都市整備局 施設整備課

点検 業者、監理は都市整備局

報告書提出
消防署へ（業者が代行で提出）

不具合の修理等 建修、改修工事
規模によっては、消防署に届出

記録の保存 防火管理維持台帳へ
（防火管理者）

副本は、施設整備課経由
で学校へ

同じものを、正本・副本２通提出し、
正本は消防署で保管
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消防設備の点検には資格が必要

 消防設備士

 甲種（１類から５類）

 工事または整備

 乙種（１類から７類）

 整備

 消防点検資格者

 １種、２種

イラスト：ホーチキHPより
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点検と資格
 消防点検の資格について

消防用設備等 消防設備士
甲種

消防設備士
乙種

消防設備
点検資格

屋内消火設備、スプリンクラー設備、水噴霧
消火設備または屋外消火設備

１類 １類

第１種泡消火設備 ２類 ２類

不活性ガス消火設備、ハロゲン化物消火設備、
または粉末消火設備

３類 ３類

自動火災報知設備、ガス漏れ火災報知設備ま
たは消防署へ通報する火災報知設備

４類 ４類
第２種

金属製避難はしご、救助袋または緩衝機 ５類 ５類

消火器 － ６類 第１種

漏電火災警報器 － ７類 第２種

誘導灯の点検を設備士が行う場合、４類甲種・乙種または７類乙種に電気工事士
または、電気主任技術者の資格が必要。非常警報設備は、４類甲種・乙種または
７類乙種。
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消防設備点検報告書

 作業日報

 １日の作業が終了後、
点検業者が、提出

 作業内容と不具合状況
を確認
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消防設備点検報告書

 点検結果報告書
 消防署へ提出

 正本・副本の２通を作成

正本は、消防署が保管

副本は、学校で防火維
持管理台帳に保管

 保管年限 ３年

３年を経過した場合は、
総括表、消防用設備等
点検者一覧表及び経過
一覧表を保管
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不具合について

 点検結果総括表を見ると、不具合の全体像がわかる

詳しくは、それぞれの設備毎の点検表を確認。
（例：屋内消火栓設備 別記様式第２ 備考欄）
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修理するのにも資格が必要

 消防設備士（甲種、乙種）

甲種 乙種

１類 ○ ○ 屋内消火設備、スプリンクラー設備、水噴
霧消火設備または屋外消火設備

２類 ○ ○ 泡消火設備

３類 ○ ○ 不活性ガス消火設備、ハロゲン化物消火設
備、または粉末消火設備

４類 ○ ○ 自動火災報知設備、ガス漏れ火災報知設備
または消防署へ通報する火災報知設備

５類 ○ ○ 金属製避難はしご、救助袋または緩衝機

６類 ○ 消火器

７類 ○ 漏電火災警報器

甲種：工事・整備
乙種：整備
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工事と整備の違いって？

 工事
 新設、増設、移設、取り換え、改造

 軽微な工事は、着工届が要らないが、設置届は必要
 例えば、発信機、ベル、表示灯の取替えは、軽微な工事

 基準が決められている。

 整備
 補修（防火対象物に設置されている消防用設備等につ
いて、変形、損傷、故障箇所などを元の状態又はこれ
と同等の構成、機能・性能等を有する状態に修復する
ことをいう。）
 点検時に修理が前提。

 別途修理発注する場合は、工事扱いに。

 （消防署へ相談） 21



工事と整備の違いって？ －続き－

 工事・整備の記録

 防火管理維持台帳に記録

 設備士の資格が無くてもできる軽微な整備

 屋内消火栓設備又は屋外消火栓設備のホース又はノズ
ル、ヒユーズ類、ネジ類等部品の交換、消火栓箱，
ホース格納箱等の補修その他これらに類するもの

 感知器の取替（ベースが付いている場合）
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学校に設置している消防用設備について

 消火器具

 屋内消火栓設備

 スプリンクラー設備

 屋外消火設備

 非常警報設備

 ベル

 非常放送設備（800人以上）

 自動火災報知設備

 誘導灯・誘導標識

 非常電源

 防排煙設備
イラスト：消防試験研究センターHPより
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火災受信所
（管理作業員室）
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連動操作盤

自火報盤

非常放送
800人以上 防火シャッター

防火戸

煙感知器

地区ベル
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自火報盤と警戒区域図
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自火報盤と警戒区域図
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加圧式 蓄圧式

消火器

2011年以前の旧基準の消火器は、平成３３年以降使用できない。
加圧型から蓄圧型へ（加圧式の点検基準が厳しくなった）
蓄圧型の特徴は、消火器内の圧力計が有り、点検ができる
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表示灯

発信機

消火器
屋内消火栓

消防設備
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消火栓起動ボタン

バルブ
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消火ポンプ設備

消火ポンプ

ポンプ室、消火水槽

31



電気室
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防火シャッター

イラスト：日本シャッター・ドア協会HPより
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イラスト：日本シャッター・ドア協会HPより

防火戸

両開き扉
順位調整器

両開き扉の場合、扉の収まりで、閉まる
順番が決まっているので、
順位調整器で、順番を調整している。
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